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　今日人口政策は，発展途上国においては出生抑制策が採られ，先進国においては出生促進策が
採られている。一般には前者がマルサス人口論（初版）による必然的政策であるとされている。
世界人［］の80％を占める発展途上国には，〈マルサスの悪魔〉が根強く存在し，悲観的に人口を
抑制することが先決であるとされている。一方後者ではマルサス人口原理の適用外の政策が必要
であるとされている。
　マルサスの第二版以降の，いわゆる，ドナルド・ウインチ（Donald　Winch）1）の呼称をかり
れば，第二人口論は，貫目の先進国の状況にも適用できるもので，有効人口の増大をも提唱の内
に含めていたのである。マルサスは第三版以降の付録で有能人口（efficient　population）ある
いは有効人口（effective　population）の概念を示している。
　本稿では，今日のような人口問題の二極時代に直面して，マルサスに帰り，その人口論に内在
する本質を見直し，現代のアポリア（Aporia）的人口問題への接近の中から人口政策の現代的
方途を見つけることを目的として進めたい。
　マルサスの人口論では，人口は不断の増加傾向をもち，これが生存資料によって規制されると
いうのが三つの命題に含意された基本原理である。これは，当初社会的意識の強い父との論争か
ら，人口原理をそれ自身として展開するよりもウィリアム・ゴドウイン（Godwin，　W．）2）やコン
ドルセー（Condorcet，　M．　de）などの進歩主義者の人間精神の進歩と社会の完全化や財産の平等
制度に対する反駁を主たる目的とした論争の性格をもったものであった。
　しかしこれがさらに論争を生み，その論争に答えての第二版では，全く面目を一新し，その着
眼を人類の過去と現在に集中し，人1コ原理そのものの歴史的・統計的な広範な検証に加えて，根
本的に初版となる異なる理論を含むものとなった。ここで人口の妨げに「道徳的抑制」を追加し，
人口増加を理性的に抑制する方法を人口理論から人口政策へと直結したのである。
　上述の基本原理の前者をマルサスは人口原理あるいは「増殖原理」と呼んだ。後者を南亮三郎
博士は，「規制原理」と呼び，これら両原理を対置させ，マルサスにあっては，この二つの原理
の交互作用により人口は不断の振動の中に自己をおくものとならざるを得ず，増加と減退との進
1）　Winch，　Donald　1987．
2）　Rothschild，　Emma　1995．
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展・逆転の周期的波動（人口波動：oscillation，　molnentum）Dを反復するものであったとする。
二つの原理の交互作用のうちに，妨げは発生し，均衡を取り戻す手段の役割を果たすのである。
この妨げは量的に現実的なものになるわけであるが，この妨げの形態はどういうものでなければ
ならないか，あるいはどういう形態が望ましいか，これが人口政策へとつながる接点である。
1　人口原理と「人目の妨げ」
　1798年の初版では，「人口は算術級数的に増加するのに対し，食糧は幾何級数的にしか増加し
ないと主張し，そして両者を均衡に導く要因として，死亡率に関する積極的抑制（悪徳；viceと
窮困；misery）と出生率に予防的抑制を挙げた。これがマルサスの「第一人口論」である。これが
発表されるや一大センセーションとなったが，多くの避難を浴びた。それに対抗するべく第三の
対策として，「道徳的抑制；moral　restraint」を書き加えて刊行したのが第二版である。マルサ
スはこれを先の初版とは全く新しい著作として公表した。マルサスの第二人口論という所以であ
る。その後第六版までっぎつぎと改訂版が刊行された。その中核をなす理論は一貫しており。各
版の叙述と力点には多少の差異がみられるが，理論の充実化の中で大きな相違はないようである。
　一般に，マルサスIii勺な人口論（マルサス主義）においては，農業生産性の増加が原因で，人1コ
増加が促進され，究極的には最低生存費の等しいレベルの窮乏化に陥ると考えられている。つま
り，食糧の供給が非弾力的であるという前提から出発する。したがって，人口は非弾力的な食糧
供給によって規定される従属変数として扱われたとみることができる2）。
　ロナルド・D・リー（Ronald　D．　Lee）は，食糧空間の概念を経済一技術＋資源に拡大して，
人口を従属変数として扱っている。これによると，人口が技術（と資源）に対し相対的に希薄な
ところでは，福祉が高く，したがって人口が増大する。ほかの組み合わせでは，人口は低下し，
さらにほかの場合には静止してマルサス的均衡に達する3）という。人1コ成長は，つねに収穫逓減
的成長の食糧空間で調和されることがマルサスによって強調されたとする。＊
　マルサスはまず人口の規模と生産能力との間の基本関係を少なくとも認識することであった。
かれは，本質的には，一つの人口規模にはその人口を維持する能力との均衡点があり，そしてこ
の能力が一度達成されると，生産能力と人口規模とが均衡するまで死亡率は増加し，そして人口
規模は低下すると論じた。この関係は総人口によって維持されうる総生産高で影響を受け，そし
てっぎにこの生産高は多くの他の諸要因によって影響を受ける4）。つまり，a）技術水準，　b）利
1）　CoheR　Joele　E．　1995，　Kirn　Young　J．，　Robert　Schoen，　and　P．　Sankara　Sarma　1991，　Keyfitz，　Nathan
　197L
2）　Boserup，　Ester　1981．
3）　Lee，　Ronald　Demos　1986．　p．97．
4）　Turner，　Jonathan　H．1995．　p．12．
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用可能な自然資源，c）生産余剰の政治力集中による強奪率，　d）市場競争，そして疑いもなくe）
各人がどれぐらい消費するか，したがって他人の消費にどれほど役立てるかにかかわる「規範的
生活標準」Dに影響を受ける，とマルサスは触れた。
　かくして，マルサスは，人口の規模が文化的に規定された生活標準だけでなく，社会の生産，
力，および分配などの諸力に関係するとした。しかし究極的には，ジョナサン・ターナー
（Tumer，　Jonathan）によれば，「マルサス的基礎（Malthusian　base）」あるいは一定の員数を
維持する「生物学的キャパシティ」2＞＊＊が存在するというロナルド・リーは，人〔］規模が変動し
うる「空問」としてこの基礎を概念化する。しかし重要な点は同じであるが，社会的組織のパター
ンは究極的には生物学的に人口を支える実体によって束縛される。しかし過剰人口はマルサスの
「四人の騎手」一一戦争，疾病，疫病および飢饒一を引き起こし，そしてひとつの均衡点に到達す
るまで死亡率を増加させるだろうか。歴史的には，この間に対する答えは多種多様である。しか
し増加する人口に対するひとつの反応は技術的革新であり，四人の騎手を払いのけるための拡大
生産であった。実際に，つねにより複雑な形態への社会の社会文化的精密化は「マルサス的基礎」
を上回って留まる努力によって始まったのである」3）。
　マッケンロート（Mackenroth，　G．）は，人1コ成長と生活空間を含めた社会・経済的空間との
調和は，人口成長にたいする反作用，調整要因である「妨げ；checks」によってっくられると
する。そして妨げは，結婚延期や結婚生活の制限を通じて予防的（preventive）にか，あるい
は過多の出生が戦争，流行病，困窮や悲惨，流産，子殺し等によってっぎつぎと死んでしまうこ
とによる死亡秩序の変化を経て積極的（positive）に実現される’1）とする。
　マルサスは，さきに触れたように，第二版の『人口原理」において「人口の妨げ」の範疇に
「道徳的抑制」を導入して，結婚の延期に求める消極的人口政策を示しているが，結婚してから
も出生抑制を期待していたようである。マッケンロートの解釈によれば，「マルサス自身は，す
べての予防手段はなおも斥け，道徳的抑制から来るすべてを，すなわち結婚抑制をそして一まこ
とに禁欲的なことだが一すでに結ばれているときには婚姻内の性交渉の抑制を期待した。それに
よってかれはすでに合理化を結婚と家族に持ち込んでいた。この合理化に，禁欲を避けて性的享
楽と生殖とを分離するために技術的手段をも供与することは，わずかの前進に過ぎない。そのた
めには，わずかになお禁欲否定の論理的根拠を要するだけである」5）。消極的人口政策ではあっ
たが，それは婚姻内の抑制を含意していたのである。
1）　Lee，　Ronald　Demos　1986．
2）　Cohen　Joele　E．1995．
3）　Turner，　Jonathan　H，1995．　p．12．
4）Mackenroth，　G．1953．訳359ページ。
5）　Mackenroth，　G．1953．訳420ページ。
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・　ロナルド・D・リーによると，人口成長率は，物質的福祉の一一一・L般水準に積極的に関連し，次いで希少
　な農地に対する労働導入の収穫逓減のために，人口規模に否定的に関連することを，マルサスは強力に
　強調した。ある福祉水準では，人口は増加も低下もしないだろう。この水準は長期的均衡賃金として知
　られれているものである。この均衡賃金に対応してはもちろん技術と可能な資源の状態に依存する均衡
　人口規模が存在する。技術あるいは資源の進歩は一時的に賃金を上げるが，結果的に生ずる人口成長は
　直ちに賃金水準をその均衡水準に戻す。この理論は人口の歴史について単純な解釈を提供する。ある地
　域の均衡人口規模，あるいは扶養能力は自動的に発明を引き起こす事により拡大し，そして実際の人ロ
　規模は迅速に増大する。これはジュウリアン・サイモンが人ロの歴史についてのインペンション・プル
　（invention　pull）の見解と呼んで来たものである。
　　純賃金に対する人口成長率の依存は，多くの範囲一死亡率，結婚，妊孕力，婚姻出生力を変え実行決
　意等々を引き起こす。つまり，厳密なメカニズムは必ずしもわれわれに関連はなく，そしてそれは明ら
　かに文化的および技術的装置によって変化するようである。第三世界では農業人口，出生力，死亡力が
　物質的福祉，尺度として例えばマルサス的命題に一致する方法で土地所有規模によって実際に反応する
　と考える証拠がかなり存在するとするD。
＊＊　ジョエル・コーエンはマルサスの人口波動理論モデルの数理的展開を試み，人類人［コ規模とそのキャ
　パシティとの複雑系の関係について図解で示している2）。
II　人口の妨げと産児制限
　この消極的人口政策論としてのマルサスの「人口の妨げ」論は，」．S。ミル（Mill，　John　Stuart）
によって結婚したうえで，出生を抑制する「産児制限論」に発展した。マルサスの予防的抑制に
付け加えられた道徳的抑制は，不道徳を伴わざるもので，不規則な満足を伴わざる結婚を抑制す
ることであり，妻子を養える経済力あるいは扶養力をもつまでは結婚を延期するということであっ
た。
　J．S，ミルは，アダム・スミスの楽観的発展論には限界があり，そのうちいずれは定常状態に
なるという悲観的発展論を提唱するリカードとは違い，リカードと同じく定常状態になることを
認識しながらも，この定常状態は，むしろ好ましい状態であるとした。つまり，資源の有限性を
念頭に入れて，開発をこれ以上進めるべきではないとした。しかしそれには人口を抑制すべきだ
とした。その方策として，結婚をして出生を抑制する，いわゆる〈産児制限〉を提唱したのであ
る。このような提唱は，マルサスの存命中から，ジェームズ・ミル（Mi11，　James）やフランシ
ス・ブレース（Francis　Place）などによって始められ，論争を醸したが，ジェームズ・ミルの
影響を受けた」．S．ミルによって新マルサス主義の理論が確立されるようになる。
　J．　S．ミルは，マルサスが推奨するような独身や晩婚そして禁欲は幾多の病気や悪徳の原因に
なることを初めて主張したひとで知られている。早く結婚することは「性的純潔」と「健康」と
「社会的幸福」とをもたらすというのである。このようにして結婚し，そして結婚後は慎重であ
れ，という戒律を求めたのである3＞。
1）　Lee，　Ronald　Deinos　l986．　p．98．
2）　Cohen　Joele　E．1995．　pp．429－445．
3）Mackenroth，　G．1953．訳420ページ。
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　この思想は，1877年ロンドンでマルサス主義連盟の設立を見，その後1881年オランダにおい
て新マルサス主義連盟へと発展していく。主たる活動・運動家として知られているのはマーガレッ
ト・サンガーであるが，1920年の彼女の来日を機として日本でも近代的運動が起こった。
　マーガレットeサンガーとその後継者たちの産児制限運動は，はっきりしたフェミニストの試
みであった。女性の生殖を抑制する能力は女性の平等の前提条件であるという主張であった。
1920年代にサンガーの産児調節者と優生学者との間で同盟が結成された。子供はより少ないほ
うが良いという信念を共有していた。そして優生学が不評になると，戦後！950年になって人口
専門家と家族計画唱道者は低出産力の利益で新マルサス主義者の信条を共有した。しかしその当
時の新マルサス主義者とフェミニストとを結び付ける共通のイデオロギーはなかった1）。この時
期にインドで家族計画が導入されるようになる。
　1960年代に入って，国連主催のアジア人口会議でこれが公式に論議され，人口増加の抑制が
強調された。パキスタンその他多くの途上国においても家族計画による出生抑制策を積極的に採
用するようになった。そしてその効果があらわれない中で，ブカレスト世界人口会議（1974年）
で，静止人口を目指した「世界人口行動計画」が世界的人口抑制策として採用されようとした。
しかし途上国は「開発こそ最良の避妊薬」であるとして，これに賛同を表明しなかった。そして，
「すべてのカップルならびに個人は，子どもの数値出産感覚を自由にかっ責任をもって決める権
利と，それを実現するための情報・教育・手段を持つ権利を有する」という原則が承認された。
　10年後の1984年初開催されたメキシコの国連人［コ会議では，「新世界人口行動計画」を主題
とし，前回の「世界人口行動計画」を継続・．実施するための勧告としてこれを採択した。そして
これは人口と開発に関するメキシコ市宣言となった。そこでは人口増加の抑制目的の手段として
家族計画，すなわち避妊だけが認められ，人工妊娠中絶は倫理的に好ましくないと手段として排
除された。新マルサス主義の路線に沿った家族計画による出生抑制政策の域を越え，人口を総合
的経済・社会開発問題の議論の中に含むことが提案された。
　さらに10年後の1994年に開催されたカイロの国際人口・開発会議では，持続的経済成長・持
続可能な開発の相互関係についての議論が交わされた。ここでフェミニストは，女性の出産に関
する決定権を強調して，家族計画の選択権を実現するための有力な手段として，「行動計画案」
におけるキーワードー女性の地位向上ならびにリプロダクティブ・ヘルス，ライッを主張した2）。
人口問題を解決するためには女性の産む産まないの選択権や地位向上が重要であるとした。そし
て，望まない妊娠を防ぐための性および出産についての情報や教育，女性の自己決定権を高める
などの目標が盛り込まれた。しかし中絶問題をめぐっては宗教論争を引き起こした。
1）　Hodgson，　Dennis　and　Susan　Cotts　Watkins，　1997．　p．504．
2）　Dixon－Mueller，　Ruth　and　Adrienne　German　1994．
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皿　人口転換と人目原理
　人口は，古来人口と生活自照とが拮抗して，歴史的に波動を描きながら今日に至っていること
が考えられるが，これは人口波動論として「第一人口論」の中ですでに現れていた。人口転換は，
長いスパンの人口波動の一部をなすものである。イギリスの黄金時代の出生力減退は，この人口
波動上でひとつの過程として出現したものであり，マルサス人口論の枠組みの内側にあったもの
とみることができる。
　マルサスの人口原理に反する歴史的事実が1870年代のイギリスの黄金時代に起こり，人口転
換が起こった。マルサスの「第一人口論」には，人口は，制限されなければ幾何級数的増大，食
糧は算術級数的にしか増大しないという予言がある。これにしたがえば，産業革命が高度に進み，
経済が繁栄すれば，人口はより増大するはずであった。しかしこの予言は当たらず，現実はそう
でなかった。イギリスを始めとしてヨーロッパ諸国では18世紀末葉から死亡率の低下が起こり，
出生率は高い水準を維持し，人口はマルサスのいう通り増大し，爆発の経路（これを筆者は「白
人の人口爆発」とみる）を辿った。しかし1870年代に入って出生率の減退現象が起こった。マ
ルサスの予言は当たらず，マルサスの人口論は間違っているという所以である。といってしまえ
ば，ことは簡単であるが，必ずしもこのように端切れ良く言い切れるものではない。
　マルサスの人口原理に基づく人口波動論と経済学を学ぶ限り，経済的豊かさと人口増加の緩慢
の現象はやはりマルサスの予定に入っていたと理解することができる。「第一人口論」では，人
口原理は食糧に規制されて規制作用をする「規制原理」と人口の強い増殖思想によって増殖作用
をする「増殖原理」との二つの原理からなり，そして強い人口成長は貧困と種々の形態の悪徳を
伴う一連の妨げの作用によって制限されるとした。食糧は人間の生存に必要であり，両性間の情
欲は必然であった。人口の妨げは，人口の第一の制限策としての予防的妨げと第二の制限策とし
ての積極的妨げの形で作用する。前者は堕胎，幼児殺し，不自然な情欲など，後者は戦争，疾病，
飢饅などの形をとるとした。
　「第二人口論」にいたって，第三の制限策として予防的妨げのカテゴリーに道徳的抑制を加え
た。不道徳を伴わざる結婚抑制であった。このことによって前述したようにミルの新マルサス主
義への途が開かれた。そして人口に対する政策は下層階級に対する救貧支出の節減，政府の節約，
倹約・節約の奨励および結婚の延期であるとした。
　しかし「増殖原理」の人口原理における支配は依然として強く，以上の「規制原理」に抗して
増殖しようとする不断の傾向は，それ自体としてまたあらゆる人類能力の進歩と勤勉活動にとっ
て欠くべからざる「不断の刺激」を供するものであっだ）。このようにして，人口は増加と減退
　1）　P・ig］1934．
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との進転・逆転，幸福・不幸の周期的波動を反復するとする。人口増加は幸福に対応し，マルサ
スのいう「有効人口」に対応するものであった（これについてはさらに後述する）。
　マルサスの初版に現れた人口波動の理論は，かれの『経済学原理』ではっきりと経済的福祉と
文明の高度化と結びついて幸福・不幸の周期的波動として発展したのである。「近代ヨーロッパ
的人口転換，あるいは人口様式」は，マルサスの人口原理に基づくこの人口波動の歴史過程のな
かで，人類がこれまで体験し，認識した長いスパンの唯一の人口波動（あるいは人口循環）であ
るといえよう。もちろんマルサスの人口波動は長いスパンだけとは限らない。人口波動の概念に
人［1モメンタム（PopUlation　Momentum，　or　Demographic　Momentum）を含むとも考えられ
るので，マルサスの人口波動は，マルサス的基礎（Malthusian　base）あるいは「規範的生活標
準」をめぐって，「増殖原理」と「規制原理」との交互作用で，さらには「幸福」と「不幸」と
の交互作用で，短期的にも起こりうるとみるべきであろう。
IV　発展途上国の人口転換と家族計画
　戦後発展途上国において，マルサス的人口過剰現象（第一人口論）が出現して，人口抑制の必
要性が迫られた。マルサスにその源流をもつ人口の妨げに政策のよりどころを求めて家族計画を
発展途上国は人口抑制として実施してきた。そして一部の発展途上国は今日では先進国の後を追
うようにして，人口転換を達成してきている。
　マルサスの「規制原理」で作用する予防的妨げとしての事前的抑制が，今日の発展途上国の人
口政策の主流となってきた。その実行の段階を，出産抑制のような直接的抑制（一人っ子政策な
ど）期と結婚抑制のような間接的抑制期に分けて考えれば，前者が急務の段階であり，後者はあ
る程度ゆとりのある発展段階である。
　前者の典型的な例が中国の人口政策である。もちろん中国では急務のこととして後者をも併用
している。中国は1949年に社会主義国として建国して以来，人口に対する政策は増加策・抑制
策の繰り返しであった。当初は社会主義路線に沿って，人口に関しては楽観しており，新政府は
何らの対策も講じられないままであった。1953年の初の近代的人口調査で6億人に達したことが
わかった。これを契機に人口論議が起こったが，「人は多いほど仕事もやり易い」という毛沢東
の指示のもと出産奨励策が採られた。その後出生抑制政策の導入を経て，その政策は二転三転し，
今日では歴史上類例のない「一人っ子政策」を核とする強力な出産抑制政策を採るようになった。
社会主義国としては異例のマルサス的人1コ政策の具現である。もちろん中国がこれをマルサス的
抑制策として認めているわけではない。人口の計画的抑制策の理論的根拠を依然としてマルクス
の人口思想に求めているのである。人口増加が早すぎたことは，中国の経済発展，国民生活の向
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上，雇用問題など多くの困難をもたらしたと考えているようである1）。
　ここでのマルサス的人口政策とは，厳密にいうと，マルサスの積極的抑制を含むマルサス的政
策，および道徳的抑制を含む新マルサス的政策を指すものと考えたい。周知のように，マルクス
は，資本主義特有の人口法則を認め，資本主義社会では過剰人口が不断に生ずる傾向があって，
資本主義体制に必然的に起こる恐慌中の「産業予備軍」としてそれが顕在化するが19世紀に起
こった他の社会主義者の一部にあった新マルサス主義の立場をとらず，そして期待された社会主
義の将来社会に対しては，人口論をもたなかったのである2）。
　後にこの不備を補おうとして，カール・カウッキーが将来の社会秩序のために新マルサス主
義的方法を要求するが，マルクスによって企てられた思想に首尾一貫目た続行に終わるもので
あった3）。マルクスの破局論と窮乏化論との挟を分かつ修正主義者（Revisionist；リビジョニス
ト）＊＊＊は，新マルサス主義者となった。
　このリビジョニストは出生制限から賃金上昇と社会的貧困の軽減を期待した。ここから資本主
義を無効にしょうとする思想さえ起こったのである。ベルンシュタイゾ）のように，「出生スト
ライキ」によって資本家たちに，「商品人間を締め」出そうとした。かれらは，とりわけすべて
の予防的手段の解放とイギリス刑法218条（堕胎条項）の廃止で，すなわち妊娠中絶の合法化を
求めたのである5）。
　その後のドイツで，この新マルサス主義は開花することはなかったが，戦後は新マルサス主義
の実践時代を迎えたのである。独立して問もないインドで家族計画が始まる6＞。植民地から独立
した新生途上国では人口増加で経済開発は阻害され，国造りは順調でなかった。こういう状況の
下で人口抑制の緊急性が途上国自身よりはむしろ先進国側から認識され，まず1950年号の初期
にインドで家族計画が導入された。その後1960年代に入って国連主催のアジア人口会議で，こ
れが公式に議論され，人口増加の抑制が強調された。つついてパキスタンその他の途上国におい
ても家族計画による出生抑制策を積極的に採用するようになった。1975年ごろまではその大半
がなんらかの形でこの政策を導入した。しかしその成果はほとんど上がらなかった。
　一方社会主義諸国のなかで巨大人口を抱え，急速な増大の過程にあった中国が人口抑制政策を
導入するが，その際人口の計画的抑制策の理論的根拠をマルクスの人口思想に求めているようで
あるが，しかしこれは人口論をもたないマルクスへの帰依になり，理論的根拠とはなり得ないも
のである。マルクス主義から分かれたりビジョニズムの新マルサス主義に基づく路線であるといっ
た方が説得力の一部を担うかも知れない。
　1）　陳暮華1979．
　2）Mackenroth，　G．1953．訳373ページ，422ページ。
　3）　Kautsky，　K！910．
　4）　Berunstein，　E．1894．
　5）Mackenroth，　G．1953．訳422－3ページ。
　6）　Banerji，　D．1980．
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　結婚延期を含む結婚抑制は間接的抑制であり，マルサスの予防的妨げのうちの不道徳を伴わな
い「道徳的抑制」のカテゴリーに入り，出産の直接的抑制として採られている一人っ子政策は，
マルサスの予防的妨げのうちの不道徳を伴うもの，つまり「悪徳」のカテゴリーに入るものであ
る。一人っ子政策は，さきにみたマッケンロートの解釈に照らし合わせれば，妊娠中絶などの不
道徳を伴わずに，禁欲を避けて「性的享楽」と「生殖」とを分離することによって，これを道徳
的抑制として認めることも可能である。
　この性的享楽と生殖との分離による説明は，貧困論に帰着する社会主義者の人口論は事前的に
は新マルサス主義による出産制限を導き，福祉を追及する，いわゆるルヨ・ブレンターノ
（Brentano，　Lujo）の心理学的福祉理論1），あるいは限界効用学説的人口論でも同じ目的を果た
せるようである。ブレンターノは，貧困の理論を逆転させ，貧困ではなく，福祉が子供をもとう
としない人々を誘因し，そして所得が多ければ多いほど子供の数をますます少なくする，とした。
つまりラッサール2）の「賃金鉄則」とは逆の様式である3）。
　後者の限界効用学説によれば，性的享楽が他の享楽の形で競合しない限り，それは全くマルサ
スが言ったようになる。しかし競合するようになると，その限界効用は下がるのである。それは，
しかし福祉増大の場合に起こり，つまり，福祉を増進させ，それとともに性的享楽の限界効用を
減退させ，そして福祉の増進は生殖を減じ子供を減じるのである4）。
　今日一人っ子政策の実施で，中国側では，かなりの成果を挙げたとされている。1980年以降
17年間の一人っ子政策の実施で約3億の人口を押さえることができたとしている。1996年には
目標値を下回る10．42％oまで自然増加率を下げている。中国女性の合計特殊出生率はその後急速
に低下し，1997年には1．4の水準に下がっている。1965年の6．5に比べて，その低下速度は日本
よりも早い。日本では戦後の1947年に4．54の水準にあった。1989年に157ショックがあった
が，その後も低下して1996年忌は！．43にまで下がった。中国はこの日本の水準をも下回ってい
る。中国は，この家族計画の顕著な進歩がその持続可能な社会・経済発展に貢献しているばかり
でなく，世界人口を安定させることにも役だっていると信じているようだ。にもかかわらず，中
国ではいまだ1300万人の増加が続いていることに危惧の念を抱いているようである。1997年，
中国政府は，当年の北京人口会議でみられた国際社会との強調を重んじて，持続可能な社会・経
済発展を受け入れる努力をすることによって，世界の平和と繁栄に貢献したい意向があると表明
した。それでもなお貧困は残っていると認識して，これを撲滅することが急務であるとする。社
会主義国家の今日では貧困をなくし福祉を向上させることが人口政策の至上目的となっていると
みるべきであろう。
1）　Brentano，　L．1924．　S．605－6．
2）　Lassalle，　Ferdinand　1864
3）Mackenroth，　G．1953．訳377－8ページ。
4）Mackenroth，　G．1953．訳378ページ。
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　しかし一人っ子政策は，人為的ともいえる急激な強制的管理政策であるため，偏った人口構造
を形成し，この政策の実行の過程で旧来からの男子選好が優先し出生性比の偏りを生み，かっ急
激な高齢化を招来し，将来に大きな難問を残すのみとなったのではなかろうか。新マルサス主義
の過激な実行の功罪といえよう。
　アジアで中進国といわれるまでの経済発展を遂げた韓国，台湾，香港，およびシンガポールに
おいては，まず人口抑制の効果があらわれた。そしてこれらの地域では人口転換を終わろうとし
ている。発展途上国の人口転換は始まったばかりである。結婚抑制は，生活の圧迫から起こる場
合と女性の高学歴化に伴う社会進出による場合とは大きく異なる。前者については以上みてきた
途上国の道徳的抑制であった。後者は発展途上国を脱して先進国入りをしている場合である。
＊＊＊今日リビジョニズムは，マルサス主義の悲観的立場にたっレスター・ブラウン1＞，ブイリップス・W・
　シブリ2）等に対してデニス・ポジソゾ｝やサイモゾ）などの人口・開発・環境に関する楽観論を指し，
　人口増加の効果に焦点をおいている。
V　先進国の有効人口と出生力復元策
　先進国では，今日女性の高学歴化に伴う社会進出による結婚抑制および出生力低下の現象に見
舞われ，発展途上国とは相反する出生促進政策の必要性に迫られている。さきにみたように，
「性的享楽」が「他の享楽の形」で競合しない限り，それは全くマルサスの結果を生むことにな
るが，競合するようになるとき，その限界効用は下がり，つまりそれが福祉の増進を起こし，そ
れとともに「性的享楽」の限界効用を減退させ，そして「生殖」を減じ子供を減じる過程に入る
ものとみることができる5）。この場合子供数をどの線で決定するかは，生活上の他の享楽と生存
競争のためのより良い装備を子供に保障することと関わりをもつ。幸福感の最大量を得るような
点を女子の社会進出の効用と子供の経済的価値から求めているというのが今日の風潮でもある。
　先進国の人口問題であるが，これは，人口が増大する福祉（経済的福祉）と高度化する文化と
ともに増大し，そして人間の多種多様な欲求の増大とともに低下する人口過程の問題であり，マ
ルサスの人口波動過程の後半，つまり「規制原理」の過程で生ずるであろう問題に相当するもの
と言えよう。今日先進国で少子化e高齢化が進むなかで生産年齢人口の減退が予想されている。
低下する人口過程の招来は確実視されている。それに加えて外国人労働者の導入が急速に進行し
ている。裕福な社会での筋肉労働を嫌う労働力の増大は今後もこれに拍車をかけることであろう。
1）　Brown，　Lester　1993．
2）　Shively，　W．　Phillips　l995．
3）　Hodgson　Dennis　1988．
4）　Julian，　L．　Simon　1989．
5）　Mackenroth，　G．1953．訳378ページ。
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　マルサスは第三版以降の付録で有能人口（efficient　population）あるいは有効人口（effec－
tive　population）の概念を示している。この付録はマルサスの『人1コ原理』に対してなされた
二，三のもっとも著しい反対論に答えるためのものであった。したがって反対論者の誤解を解く
目的も含まれているといって良かろう。マルサスの真意を込めたものとみるべきであろう。
　マルサスの「有効人口」を基準とする出生力復元策を如何に求めるかが今日の先進国の課題の
ひとつでもある。マルサスの「第二人口論」と経済学の適用が，どういう過程で可能かを検討す
ることもひとつのカギとなるであろう。
　それによると，マルサスは，巨大かっ有能な人口の願わしさについて増加のもっとも熱烈な遵
奉者と異ならず，国家の権力を測定するものは，領土の広さではなくて人口の大きさであるとい
う，旧時の著作家たちを全く承認したいとする。そして，かれらと異なるところは，強健なかっ
有能な人口を獲得する方途だけだとする。マルサスは健康なかっ有効にして幸福な人口を求め，
不健康な罪深い悲惨な人口を求めるのではなかった。貧困を社会から取り去ることを希求したの
である。そして健康なかっ有徳にして幸福な人口を有能あるいは有効人口と捉えたのである。
　しかしマルサスは，その『人口原理』にしたがって人口の食物を越える増殖傾向の経路は人口
の妨げによってマルサス的均衡に達し，そしてこれを維持し，貧困から逃れることはかなり困難
だとした。貧困を社会から取り去ることが希求されたが，かれは，人口政策として「道徳的抑制」
しか提示しなかった。これによる消極的な出生抑制と収穫逓減の法則にしたがう食物とで，かれ
が提示した有能人口あるいは有効人口の増加は果たして可能であろうか。
　マルサス自身は，国の資源と防衛に貢献しうる，農業，商業，または戦争に有効に使用される
年齢の人口部分を考えていたようである1）。そして人口が静止しているか，きわめて緩慢に増加
している国でしばしばこの有効人口の割合は小さくなるとする。オルガンスキーもマルサスの
「有効人口」を「非農雇用労働者人口」と考えている2）。今Eiの「生産年齢人口」のことのようで
ある。この生産年齢人口の相対的不足（筋肉労働）で海外からの労働導入が今日生じているが，
マルサスは有効人口の増大を望みはしたものの，海外からの導入は予想だにしなかったであろう。
　マルサスは，所要人口を最小の出生数から育て上げることの利益を詳説し，全年齢での死亡率
が低下することこそ主として目指すべきであるとした。高出生率の代わりに，思春期以下の低死
亡率を提唱している3）。成人人口まで生存しない子供たちに何の利得をも生まないままに生産物
のうちより分配される部分が少なくて済むからである。
　「道徳的抑制」に，さきにみたマッケンロートの解釈による「禁欲を避けてF性的享楽」と
「生殖」とを分離する」方法を含めて，かなりのウエイトをおいて，容易に死亡率が生じないほ
どの経済水準を維持しながら，「有効人ロ」を増大させるものと，マルサスは考えたようである。
　1）Malthus，　Thomas　Robert　1826．訳657ページ。
　2）　Organski，　A．F．K．，　Bruce　Bueno　de　Mesquita，　and　Lambom，　A．　1972．　pp．83－4．
　3）Malthus，　T．　R．1826．訳659ページ。
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そうだとすれば，食物，すなわち経済成長に見合う人口成長を導き出すことによって，マルサス
の期待する有効人口の増大は可能であろう。
　マルサスは，ジョン・プレン（Pullen，　John）によると，人口成長に反対ではなく，一定の諸
条件では，人口増加（有効人口の増加：筆者）を望ましいと見倣していたし，人口成長を経済成
長の必要な一要因とも見傲していた。プレンは，「人口論』の反・人口的立場と『経済学原理』
の親・人口的立場とが「釣り合いの原則（doctrine　of　proportions）』と係わらせることによっ
て，マルサス体系の枠組みのなかで論理的に調和せしめることができるとする。そしてマルサス
の姿勢は「条件つきの親人口主義者」とでも名付けることができようとする。マルサスの目標は，
各時期と場所の状況における，最適人口水準（有効人口あるいは有能人口）を達成することであっ
た。人口成長もそれに見合った経済成長と均衡する限り，これを認めた。この両者からなるマル
サス体系は，線形的あるいは一本調子ではなく（not　linear　or　monotonic），放物線状（para－
bolic）であるに相違ないとする1）。まさに複雑系の理論体系のうちに，人口成長と経済成長との
関係を，マルサスは『人並原理』と『経済学原理』とで解き，人口成長は，経済成長に依存し，
そして経済成長の十分条件となるが，必要条件ではないとした。そして持続可能な人口成長を目
標としたのである。
　マルサスは，ワーテルW一のナポレオン戦争後の大量失業の説明を有効需要不足の中に見い出
し，それを救済策として大量の支出，公共事業および拡大主義政策の精神を要求した。しかしマ
ルサスの名は『人口原理』によって不滅となり，遥に大きな射程をもった有効需要の原理に関す
るすばらしい直観は，長い間忘れられてしまったのであるL））。「ケインズによると，マルサスの有
効需要の理論は，リカードや，J．　B．セーなどのような，「総需要は決して不足することはありえ
ない」と主張した人たちによって政治経済学の世界が支配されてきたために，過去100年もの間
にわたって（1820－1936年まで）無視され続けてきたというのである3）。
　ケインズは，マルサスを『経済学原理』から再発見し，マルサス体系から人口成長と経済成長
の相互依存関係の内生変数としての地位にはいたらずとも，人口の経済発展の独立変数としての
地位を与えて，マルサスの現代への復帰をなして遂げたのである。
　ケインズは，さらにその主著『一般理論』においで），マルサスの不完全な有効需要の原理を
完全な理論体系に仕上げた。マルサスが明瞭にしなかった独立投資を取り入れて投資の概念を設
定し，有効需要を消費需要と投資需要とから構成されるものとした。そしてこれらの決定要因と
して消費性向（貯蓄性向）と資本の限界効率・利子率・流動性選好の概念を導入することによっ
てその有効需要の原理を確立した。そこにはマルサスにはみられなかった雇用ないし国民所得水
1）　Pullen，　John　1992．　p．7．
2）Keynes，　J．　M．1972．訳144ページ。
3）　Pullen，　John　1994．編訳102ページ。
4）　Keynes，　J．　M．1936．
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準決定のメカニズム分析が明瞭に認められた。この原理によりはじめて1930年代の失業につい
ての説明を成し得たのである。人口増加が資本主義社会の企業者に期待を楽観的にし，資本の限
界効率を引き上げ，投資需要，したがって有効需要を促進することによって雇用問題を改善し，
経済発展を促すに至る。以上のマルサス経済学から公共事業，不生産的消費および節約の非奨励
などの経済政策を導きだした。
　ケインズの公共投資政策はこの理論に基づくものであり，それは，戦後50年間欧米先進諸国
をはじめとする日本において主要な経済政策として導入され，その政治・経済システムに有効に
作用し，今日の繁栄をもたらした。まさにマルサスの人口学と経済学が100年聞つついたリカー
ド経済学に替わった感がある。
　ケインズは，さらにこの「一般理論」の長期化を試み，人口減退の与える経済の長期停滞を説
き，有効需要を通して得られる経済発展の原因として人口の意義を強調した。
　ケインズは，「減退人口の若干の経済的帰結」1）において，経済発展に直接必要な資本需要は，
（消費者）人口の増加，（消費）生活水準の上昇および資本技術の三要因に依存するとした。そし
て人口減退は，生活水準の以前より早い上昇が達せられないかぎり，資本需要を大幅に減退させ
そして経済発展を停止させることになるということであった。このようにケインズによって経済
発展への人口効果が消費の面から立証されたわけであるが，これは同時に生産の面からも経済発
展への人口効果があったことになる。つまり人口増加は消費者としてばかりでなく，生産者とし
ての役割をも同時に果たしていたことになる。
　ケインズによるマルサスの復活は，しかしそのひとつの側面である人口の経済におよぼす効果
のみを論じたにとどまり，人口に独立変数の地位を与えるだけの不完全なマルサス復活に過ぎな
かった。
　マルサスの『人口原理』におけるマルサス的均衡は人口を内生変数として取り扱うことで得ら
れたものであった。長期停滞を打開して経済成長を持続させていかなければならない。持続可能
の経済成長が今日要請されている。これに答えたものがライベンシュタイン（Leibenstein，　H．）
の『経済・人口発展の理論』2）の定差方程式による動学的理論体系である。この動学モデルは経
済の内生変数として人望に第一級の待遇を与えて，複雑系の人口成長率と経済成長率との関係を
一貫した理論体系にまとめたものである。先ず後進経済の状態から持続可能な成長を期待しうる
転換を達成するため，ある時点または時期に必要最小所得水準が存するとする臨海最小努力の定
理（the　critical　minimum　effort　thesis）を設定する。
　これにしたがえば，最初にマルサス的均衡があって，生存水準としての平均所得水準を一定と
した場合，この中から投資が起こり，そしてこの均衡体系に撹乱が起これば，現実の所得水準は
1）　Keynes，　J．　M　1937．
2）　Leibenstein，　H．1954．
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生存水準を越えて余剰部分を得る。これが貯蓄→投資を生めば，平均所得はさらに誘発される。
しかし一方人口増加も誘発され，これによる抑制効果が起こる。つまり，初期の平均所得水準は，
次期では所得効果の発生により上昇するが，これと同時に所得抑制効果により所得水準はある均
衡点に落ち着く，そしてその抑制効果を相殺して余りあるような点，臨界最小量（acritical
minimum）の所得水準がなければ，マルサス的均衡に落ち込み貧困の悪循環から抜けられない。
余剰が生ずるような点の所得水準があれば，発展は軌道に乗り，マルサス的均衡から抜けられる。
　以上みてきたように，人口と経済との相互依存関係のうえにマルサスの人口原理が成り立ち，
長期的には入口波動が存在するとうことであった。その人口波動過程では人口の増加は窮乏と悪
徳の存在から逃れられないということであった。そこでは道徳的抑制を導入しながらも，有効人
口の増大を望んでいた。死亡率が低く，健康にして幸福な人口群が多いことを望み，これが経済
と釣り合いをとって有効に作用する持続的発展を期待していた。
　ケインズは人口減退の経済におよぼす影響の不利を説き，経済に対する人口の意義を明かにし
た。ライベンシュタインは，マルサスの人口と経済との「釣り合い」のとれた持続可能な成長の
調節弁としてのベンチマークを提示してくれた。臨界最小量は，ある時点あるいは時期における
政策弁として利用できるであろう。
　さて，これで，マルサスが意図した「有効人口」の意味と重要さを認識することができた。先
進国ばかりでなく，途上国においてもこの有効人口はひとつの基準となりうる。有効人口は，思
春期以下の入口の低死亡率のもとで増大するということであるから，今日理解されている「人口
転換過程」の前半に相当する時期に存在し，出生率が高水準で一定を保つかぎり，人口急増を視
野外に置いたとは考えられない。有効人口の規模は大きいほど良く，人1コと経済とが均衡し，そ
して持続して成長することをマルサスの考えた原点と見ることができる。これが正しいかぎり，
今日減退している出生率の復元は必然的な要請ということになるであろう。ある一定の「有効人
口」に到達するまで，出生率を回復する政策を採り，人口成長と経済成長との「釣り合い」をつ
ねに維持するような経済政策のもとで，持続可能な人口成長を求めるべきであろう。
　出生力復元に関しては，直接的には子どもを個人の私的財を越えて，社会の公共財としてあつ
かうことが可能かどうかということにもなろう。しかしこれは上述した経済と人口との均衡を維
持する総体的政策のもとで行われる性質をもつ。子どもを公共財とする考えかたも採りうる政策
ではあるが，それは自ら限界があろう。シブリ’）は協同財（collective　good）の概念を提唱し，
共同財は共同体の全構成員に便益を与えるとする2）。この概念は，ある一定の価値観に基づくも
のであり，子どもを経済的価値財3）とする考えかたから進行している高学歴化と社会進出を望む
1）　Shively，　W．　Phillips　1995．
2）　Shively，　W．　Phillips　1995．　p．99．
3）　Becker，　G．　S．　1960　and　Leibenstein，　H．　1969．
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女性の結婚・出生態度が必ずしもこれと対応するとはかぎらない。公共財あるいは共同財として
子どもを考え，そしてこれの増加が例え社会あるいは国家にとって急を要するとしてこれを実行
したとしても，一部の要請を充たすのみか，あるいは意図されなかった事態が生ずる可能性が多
く，上述のマルサス的体系内の政策に勝る成果を挙げることはできないであろう。
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